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１．総論 
民主党は「こども＝子育て」「教育」「地方の活性化」「財政健全化」を最重点

項目として、予算を配分する。 
 
１．日本の未来を担い、創る子どもたちの成長と「子育て」を応援するため、

総額３．６兆円の「子ども手当」を創設する。 
２．公教育の現場を重視し、３０人学級の推進を図る。 
３．地方・地域が自らの責任で政策を選択し、自己決定できるように５．５

兆円の税源を移譲し、加えて１２．５兆円の一括交付金を創設・交付す

る。 
  高速道路の無料化で教育・スポーツ・文化を核とする地域間の交流を促

進し、地域の活性化を図る。 
４．何よりも子どもたち次世代に過大な負担＝借金を押しつけることの無い

ようにするため、徹底的に国債発行額を絞り込んだ。 
 
自民党政権が編成する予算には、ムダや不要不急な事業に対する支出が膨大

に含まれている。 
民主党予算案はこれらを徹底的に排除する。他方で国民が真に求めているも

の、未来への責任として今すぐに行わなければならない分野に思い切った投資

を行う。このような大胆な資源配分の転換は、霞が関とタッグを組んで既得権

益擁護に奔走する族議員の集合体である自民党では決してできない。これこそ

が、民主党が政権交代を求める最大の理由である。 
 
今まで余りにもコンクリートに偏っていた投資を、今後はヒトに重点的に投

資をしていく。もう、将来世代に請求書を送りつけることによって、宴を続け

ることは止めなければならない。既得権益や縦割りでにっちもさっちもいかな

い中央政府が、いたずらに権限や財源を持つのではなく、多様な地域が能力や

工夫を競い合うことによって、税金をより有効に使わなければならない。中央

政府のあり方を根本から変えなければ、我が国の将来は無いと考える。 
 
これらの財源を確保するために、歳出の大胆な改革を行う。国の行う大型公

共事業の半減、特殊法人等向け支出の半減、公務員人件費削減などの思い切っ

た改革の他、既存経費に一切の聖域を認めずに見直しに取り組んだ。 
その結果、政府予算案に比べて１６兆円もの歳出削減を行い、これを子ども

＝子育てや地域への投資へと振り向けた。 
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民主党予算案は、既得権益や霞が関の縦割りを完全に改変し、機能的に一元

化していることを最大の特徴としている。大胆な改革ではあるが、国民の声に

耳を澄ませ、未来への責任に思いを致せば、このような資源配分の転換は必然

であると考える。 
この予算案は年次マニフェストであり、民主党が政権を獲得した時、その期

間内に実現することを前提としている。予算は政府の独占物ではなく、本来国

民のものであり、民主党がもう一つの選択肢を提供していることを、ご理解い

ただきたい。 
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２．民主党 平成１７年度予算案 フレーム 

 

 民主党案  民主党案説明 

《歳入》 

 税収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 税外収入 

 

 

 公債金 

 

  

 歳入合計 

 

 

 ４２．１兆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４．３兆 

 

 

 ３１．９兆 

 

 

７８．３兆 

 

政府案税収見込み   ４４．０兆 

所得譲与税廃止    ＋１．１兆 

扶養控除等廃止    ＋１．９兆 

温暖化対策税の導入  ＋０．７兆 

揮発油税繰入     ＋０．７兆 

定率減税継続     ▲０．２兆 

税源移譲       ▲５．５兆 

ローン利子控除制度  ▲０．３兆 

自動車重量税減税   ▲０．４兆 

 

政府案見込み      ３．８兆 

都市圏高速収入    ＋０．５兆 

 

政府案に比べ▲２．５兆 

対前年度政府予算比 ▲４．７兆 

 

政府案に比べ▲３．９兆 

《歳出》 

 公債費 

 

 地方交付税等 

 

 

 

 

 

ＮＴＴ償還 

 

 一般歳出 

 

 

歳出合計 

 

 

 １９．９兆 

 

 １４．０兆 

 

 

 

 

 

  ０．４兆 

 

 ４４．０兆 

 

 

 ７８．３兆 

 

高速道路無料化    １．５兆 

 

政府案       １６．１兆 

税源移譲等見返り  ▲１．８兆 

税源移譲予定交付金廃止 

          ▲０．６兆 

警官増員      ＋０．２兆 

 

 

 

政府案に比べ▲３．３兆 

 

 

政府案に比べ▲３．９兆 
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３．民主党予算案 一般会計主要経費別内訳 

 

 
事項 

平成１７年度 
予算額（兆円） 

 
主な事項説明 

 
一括交付金関係 
  教育 
  社会保障 
  農業・環境 
  地域経済 
  その他 
 
社会保障関係費 
 
 
 
 
文教・科学振興費 
 
国債費 
 
恩給関係費 
 
地方交付税交付金 
 
地方特例交付金 
 
防衛関係費 
 
公共事業関係費 
 
 
経済協力費 
 
中小企業対策費 
 
エネルギー対策費 
 
食料安定供給関係費 
 
産投繰入 
 
ＮＴＴ償還 
 
その他事項 
 
 
予備費 

 
    １２．５ 
 ３．１ 
 ８．２ 
 ０．２ 
 ０．１ 
 ０．９ 
 
    １６．６ 
 
 
 
 
     ２．６ 
 
    １９．９ 
 
     １．１ 
 
    １３．１ 
 
     ０．９ 
 
     ４．４ 
 
     １．４ 
 
 
     ０．７ 
 
     ０．２ 
 
     ０．３ 
 
     ０．５ 
 
     ０．１ 
 
     ０．４ 
 
     ３．５ 
 
 
     ０．４ 

 
 
教育関係（義務教育費国庫負担金含む）
社会保障関係補助金の一括交付 
農業、環境関係補助金の一括交付 
雇用、中小企業関係補助金の一括交付 
上記に含まれない分野の一括交付 
 
年金国庫負担 1/2 引き上げ 
子ども手当・出産助成金 
年金事務費国庫負担等 
 
 
「３０人学級」実施等 
 
高速道路無料化に伴う債務償還増 
 
政府案におなじ 
 
税源移譲・一括交付金創設に伴う減 
 
「税源移譲予定交付金」廃止 
 
人件費、事務経費等で１割の節減 
 
直轄事業半減 
公共事業補助金の税源移譲等 
 
全体として１割の節減 
 
マル経拡充・中小企業再生協議会強化等
 
対特殊法人支出の削減等 
 
対特殊法人支出の削減等 
 
政府案に同じ 
 
政府案に同じ 
 
脱北者支援・緑のダム・テレビ字幕 
被災者住宅再建支援      等 
 

 
合計 

 
    ７８．３ 

 
 政府案に比べ３．９兆円減 
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４．民主党予算案と政府案の主要経費別比較 

 
注）対比のため、民主党一括交付金はそれぞれの経費の内数としている。 
主要経費別  政府案（億）  民主案（億） 増減要因 
社会保障 ２０兆 

３８０８億 
２４兆 
７７９４億 

増額要因…子ども手当（3.0 兆）、出産

助成金（0.2 兆）、基礎年金国庫負担引

き上げ(2.7 兆)等 
減額要因…特殊法人向け支出、人件費・

事務経費 
文教科学 ５兆 

７２３５億 
５兆 
７０５９億 

増額要因…３０人学級、学校耐震化等 
減額要因…特殊法人（奨学金関係除く）

向け支出、人件費・事務経費 
国債費 １８兆 

４４２２億 
１９兆 
９４２２億 

高速道路無料化に伴う道路関係公団債

務承継により、元利償還１．５兆の増額

恩給 １兆０６９３億 １兆０６９３億 政府案のまま 
地方交付税交付金 １４兆 

５７０９億 
１３兆 
０７５９億 

増額要因…警官増員 
減額要因…５．５兆円の税源移譲に伴う

地方交付税繰入分１．８兆の減額 
地方特例交付金 １兆 

５１８０億 
 
８８８８億 

税源移譲予定特例交付金を廃止し、一括

交付金に振り替えるため、当該交付金相

当額を減額。 
防衛関係費 ４兆 

８５６４億 
４兆 
３７０８億 

 
人件費・事務経費等で１割削減 

公共事業関係費 ７兆 
５３１０億 

１兆 
３９５８億 

公共事業補助金を税源移譲に振り替え

ているため、見かけの削減額が大きい。

実質減額は直轄事業半減１．８兆円分 
経済協力費 ７４０４億 ６６６４億 全体として１割の削減 
中小企業対策費 １７３０億 ２２８８億 増額要因…国民生活金融公庫マル経拡

充、中小企業再生協議会強化等 
減額要因…特殊法人向け支出、人件費・

事務経費等 
エネルギー対策費 ４９５４億 ２６２０億 減額要因…特殊法人向け支出、人件費・

事務経費等 
食料安定供給関係費 ６７５４億 ５９２１億 人件費・事務経費等削減 
産投繰入  ７１０億  ７１０億 政府案のまま 
ＮＴＴ償還 ３６８９億 ３６８９億 政府案のまま 
その他事項経費 ５兆 

２１６７億 
４兆 
５２４０億 

増額要因…脱北者支援、緑のダム、テレ

ビ字幕、被災者住宅再建支援等 
減額要因…特殊法人向け支出、人件費・

事務経費等 
予備費 ３５００億 ３５００億 政府案のまま 
合計 ８２兆 

１８２９億 
７８兆 
２９１３億 
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５．民主党予算案の概要 

 
Ⅰ．重点項目への大胆な投資を行う  
～マニフェストを進化させた政策で未来を創り、地域の活力を生み出す 
 
（１）「チルドレン・ファースト」 
 安心して子どもを産み、育て、そして子どもたちが健全に育っていくことのできる社会

を創るため、公的投資の重点を「コンクリート」から「ヒト」へと大胆に転換していくこ

とが必要である。 
【主要事業】 
○１人月額１万６０００円の子ども手当を義務教育終了時まで給付    … ３．０兆 
○出産時の経済負担を軽減するため、出産助成金を給付         …２２００億 
○小学生までの医療費窓口負担を一律１割に              … ４５０億 
○学童保育実施箇所数を２万カ所に                  … ９６０億 
○３０人学級推進                          …５０８０億 
○無利子奨学金貸与額の引き上げ（既定経費振替）          （… ６００億） 
○中学校２年生における５日間の職業体験               …  ２０億 
○温暖化の抑制を含め良好な自然を次世代に引き継ぐ「緑のダム事業」  …４０００億 
○将来世代の負担軽減のため国債発行額の大幅抑制     （対前年度比▲４．７兆） 
 
（２）「ローカル・ファースト」 
日本の活力は地域にある。この活力を生かし、そして更に高めるためには地域のことを

本当に地域で決めることができる地方分権を実現することが必要。また地域を支える中小

企業に対して適切な支援を行っていく。 
【主要事業】 
○税源移譲                             … ５．５兆 
○地方が自由に使える一括交付金制度の創設              …１２．２兆 
○地域の活力を高める高速道路無料化                 … １．５兆 
○マル経拡充など地域経済を支える中小企業を重点的に支援       …１２５０億 
○地域に仕事を生み出す「緑のダム事業」（再掲）            …４０００億 
 
（３）働く人・働きたい人を応援する 
 働く人・働きたい人を応援することは「ヒトへの投資」の中でも、最も重要な視点の一

つである。特に若年者の雇用対策に重点を置くと共に、失業というリスクに対するセーフ

ティネットを強化する。 
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【主要事業】 
○長期失業者等能力開発訓練制度                   …２５００億 
○若年早期離転職者等の雇入を支援するトライアル雇用の強化      … ７９１億 
○ジョブカフェの設置数を大幅拡大                  … ５００億 
○失業・無業者支援を行い参加費補助的な助成を行う          … １５０億 
○非自発的失業者の医療保険料負担軽減                …  ２５億 
○自然災害被災者（企業）の支援                   …   １億 
 
（４）暮らしの安心を高める 
 本格的な高齢社会を目前にして、高齢者が安心して暮らせる社会を作ることは、喫緊の

課題である。また全て人が様々なリスクに直面しており、これらが生活の不安感を更に高

めている。これらの不安感を解消し、誰もが安心して暮らせる社会をつくる。 
【主要事業】 
○基礎年金国庫負担率 1/2 を速やかに実現               … ２．７兆 
○グループホーム増設                        … ８５０億 
○サラリーマンの医療費窓口負担を２割へ引き下げ           … ４００億 
○被災者住宅再建支援制度の創設                   …  ３７億 
○警官増員                             …２６５０億 
○苦情処理制度拡充等公安委員会機能強化               …  ４８億 
○民間シェルター支援等ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）対策   …   ６億 
○テレビ字幕の普及推進                       …  ２５億 
○黄砂対策                             …   ２億 
 
         重点配分額等合計＝１２．１兆円（一括交付金調整額を含む） 
  

Ⅱ．歳入における民主党改革の推進 
（具体例） 
○ 定率減税継続      …   １８５０億減収 
○ 扶養控除等廃止     … １兆９１７３億増収 
○ ローン利子控除制度創設 …   ３４００億減収 
○ 地球温暖化対策税導入  …   ７４００億増収 
○ ＮＰＯ支援税制拡充   …    １００億減収 
○ 税源移譲        …    ５．５兆減収 
 

その他の政策の実施により、１．４兆円の歳入減となる 
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Ⅲ．歳出の徹底的な見直し 

（１）直轄事業の半減・公共事業補助金は廃止して税源を地方へ   ：６．３兆 
（２）税源移譲に見合った分の地方交付税減            ：１．８兆 
（３）一括交付金創設に伴う一律２割カット            ：２．８兆 
（４）地方特例交付金の削減（一括交付金へ振替）         ：０．６兆 
（５）特殊法人・独立行政法人への財政支出半減          ：２．０兆 
（６）公務員人件費等の圧縮                   ：０．５兆 
（７）個別改革対象以外の行政経費を１割減            ：１．９兆 
（８）議員定数８０削減他国会経費削減              ：２５０億 
 

以上の見直しによって、１６．０兆減の歳出削減を行う 
 

Ⅳ．財政健全化へ大きな一歩～政府案より３．０兆円の国債発行減 
Ⅰ．重点項目への配分等           ：  ＋１２．１兆 
Ⅱ．歳入面における民主党改革の推進     ：   ＋１．４兆 
Ⅲ．徹底的な歳出改革            ：  ▲１６．０兆 

国債発行額減  ：   ▲２．５兆 
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６．歳入の説明 

 
（１）歳入増減の概要 
  ①歳入の減（合計額＝６兆３８９６億円） 
   ○定率減税の継続                 ▲１８５０億円 
   ○税源移譲                  ▲５兆５０００億円 
   ○「ローン利子控除制度」の創設          ▲３４００億円 
   ○ＮＰＯ支援税制の拡充               ▲１００億円 
   ○自動車重量税の減税               ▲３５４６億円 
      一般会計歳入減の合計額         ▲６兆３８９６億円 
 
  ②歳入の増（合計額＝５兆０１４０億円） 
   ○「所得譲与税」の廃止            ＋１兆１１５９億円 
   ○扶養控除・配偶者控除・配偶者特別控除の廃止 ＋１兆９１７３億円 
    （扶養控除の内、老人扶養控除等は廃止対象から除外） 

   ○地球温暖化対策税の導入             ＋７４００億円 
   ○揮発油税の全額一般会計繰入           ＋７４０８億円 
   ○大都市圏高速道路収入              ＋５０００億円 
      一般会計歳入増の合計額         ＋５兆０１４０億円 
 

③一般会計歳入額 
 ○政府案歳入額（国債収入を除く）       ４７兆７９２９億円 
 ○民主党案による歳入減（上記①）       ▲６兆３８９６億円 
 ○民主党案による歳入増（上記②）       ＋５兆０１４０億円 
 ○民主党案による国債収入額          ３１兆８７４０億円 
    民主党一般会計歳入額          ７８兆２９１３億円 
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（２）歳出増減の内訳 

 ①歳入の減（合計額＝６兆３８９６億） 

ア）定率減税の継続                     １８５０億 

  H18.1 実施予定の定率減税の縮減（現行規模の 1/2 へ）を行わず、当面は定率減税を

現状通り継続。１－３月分の増収見込み分を減額。 

イ）税源移譲                      ５兆５０００億 

  民主党の地方分権に即し、５．５兆円の税源移譲を行う。 

ウ）ローン利子控除制度創設                 ３４００億 

  住宅、自動車、耐久消費財、教育などキャッシュローン以外のローンに係わる利子を

所得から控除する制度を創設。現行の住宅ローン減税を上回る減収分を計上。 

エ）NPO 支援税制拡充                     １００億 

  全 NPO の半数が税制優遇を受けられる制度を構築。 

オ）自動車重量税減収                    ３５４６億 

  地球温暖化対策税導入と共に、自動車関連諸税を整理合理化。自動車重量税について

は、現在の暫定税率を本則に戻すことにより国の税収が減額。 

②歳入の増（合計額＝５兆０１４０億） 

ア）所得譲与税の廃止                  １兆１１５９億 

  民主党の地方分権案に即し、補助金改革は税源移譲及び一括交付金化によって行うこ

ととし、所得譲与税相当の額も一括交付金財源へ振替。そのため国税収入から除外し

ていた所得譲与税分を、一端国庫に繰入。 

イ）扶養控除・配偶者控除・配偶者特別控除の廃止     １兆９１７３億 

  「子ども手当」の創設に伴い、扶養控除・配偶者控除・配偶者特別控除を廃止する。 

  ただし扶養控除の内、老親扶養控除等（同居老親扶養親族加算を含む）は廃止対象か

ら除外する。また高校生・大学生を持つ家庭については無利子奨学金貸与額引き上げ

により、負担軽減を図る。 

ウ）地球温暖化対策税の導入                 ７４００億 

  自動車関係諸税整理合理化、道路特定財源制度廃止と共に地球温暖化対策税を導入。 

  地球温暖化対策税自体の税収は９０００億程度だが、電源開発促進税制において一部

振替を行っているため、純増分のみ計上。なお導入にあたっては、温暖化防止に対す

る企業の取り組みに対し、イギリス、ドイツなど欧州に見られる産業界と政府の協定

（最大８０％の減免措置）などを参考に、支援する。 

エ）一般会計の揮発油税収の増                ７４０８億 

  道路特定財源制度廃止に伴い、現行道路整備特別会計への直入分を一般会計へ繰入。 

オ）大都市圏高速道収入                   ５０００億 

高速道路を原則無料化するが、大都市圏は環境保全、渋滞緩和の観点から一部有料化

し、当該収入を一般会計へ繰入。 
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７．歳出の説明 

 
（１）歳出増減の概要 
  ①歳出の減（合計額＝１６兆００９４億円） 
   ○直轄公共事業の削減             ▲１兆８０００億円 
   ○公共事業補助金の廃止            ▲４兆５３０９億円 
   ○補助金の一括化に伴う歳出削減        ▲２兆８２６０億円 
   ○地方交付税の削減              ▲１兆７６００億円 
   ○地方特例交付金の削減              ▲６２９２億円 
   ○特殊法人等向け歳出の削減          ▲２兆００２２億円 
   ○国家公務員人件費圧縮              ▲５０００億円 
   ○その他行政経費の削減            ▲１兆９３６１億円 
   ○国会議員の削減等                 ▲２５０億円 
      一般会計歳出減の合計額        ▲１６兆００９４億円 
 
  ②歳出の増（合計額＝１２兆１１７８億円） 
   ○民主党重点項目への配分           ＋９兆１８５４億円 
     （内訳）社会保障関係 ＋６兆７４５０億円 
          文教科学関係   ＋１１１９億円 
          国債費    ＋１兆５０００億円 
          地方交付税    ＋２６５０億円 
          中小企業関係   ＋１２５０億円 
          その他      ＋４３８５億円 
   ○一括交付金創設に伴う調整          ＋２兆９３２４億円 
      一般会計歳出増の合計額        ＋１２兆１１７８億円 
 

③一般会計歳出額 
 ○政府案歳出額                ８２兆１８２９億円 
 ○民主党案による歳出減（上記①）      ▲１６兆００９４億円 
 ○民主党案による歳出増（上記②）      ＋１２兆１１７８億円 
    民主党案一般会計歳出額         ７８兆２９１３億円 
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（２）歳出増減の内訳 

①歳出の減（合計額＝１６兆００９４億） 

 

ア）直轄公共事業の削減                 １兆８０００億 

  国の直轄事業総額約３．６兆（一般＋特別）を半減する。 

 

【削減の方針】 

○不要不急の事業見直し 
 川辺川ダム事業や吉野川第十堰改築事業等は建設・計画を中止。さらに国直轄事業の精

査を進め、不要不急の事業は中止を含め抜本的見直し 
○公共事業コスト削減 

現行のコスト削減計画（H15⇒H19 で１５％のコスト削減）の目標年度を前倒しすると

ともに、公共調達のあり方の徹底的な見直しなどを通じ、目標の上乗せを行う。 
○国の直轄事業の限定 

権限・財源の移譲を進める中で、国が整備・管理等を行う社会資本の対象範囲を限定す

る。 

 

イ）公共事業補助金の削減                ４兆５３０９億 

  公共事業補助金総額４．５兆（一般＋特別）を全廃する。なお他の補助金は廃止後一

括交付金とするが、公共事業関係補助金については税源移譲の財源とし、公共事業関

連の一括交付金は創設しない。 

  地方から見れば、４．５兆円の公共事業補助金が廃止される代わりに、５．５兆円の

税源移譲が行われることとなる。この税源移譲分の使途は地方に委ねられるため、仮

に全額を公共事業に充当すれば、従前を上回る事業量の確保は可能となる。 

 

（参考）一般会計「公共事業関係費」の減 

 平成１７年度政府予算 公共事業関係費     ７．５兆 

一般会計を財源とする直轄事業の半減 

一般会計を財源とする補助金の全廃 

特殊法人向け支出の削減 

事務費等削減 

   ▲１．８兆 

   ▲３．８兆 

   ▲０．５兆 

   ▲０．１兆 

民主党予算案 公共事業関係費     １．４兆 

＊一般会計公共事業関係費の内訳は、直轄０．１兆、補助２．５兆、公団等０．８兆、特

別会計繰入４．０兆となっており、特別会計において更に直轄・補助等に区分される。

上記係数は、この特別会計における直轄・補助・公団等の削減と一般会計からの繰入額

の関係を勘案した上、一般会計歳出額に反映させたものである。 
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ウ）一括交付金の創設に伴う歳出削減           ２兆８２６０億 

  一括交付金の対象となる補助金総額１４兆１３０１億円について、一律２割の削減を

行う。 

 

エ）地方交付税の削減                  １兆７６００億 

  ５．５兆円の税源移譲（所得税収の減収）を行うことに伴い、相当分の地方交付税繰

入額を減額する（所得税収の３２％）。 

  なお扶養控除・配偶者控除・配偶者特別控除の廃止に伴う所得税増収分について、当

該措置が「子ども手当」創設に対する代替措置であり、増収分は全て子ども手当の財

源に充当することが適当であることから、全額国庫の収入とし、同時に「子ども手当」

創設に係わる財政負担は全額国庫が負担することとする。 

 

オ）地方特例交付金の削減                  ６２９２億 

  地方特例交付金の内、税源移譲予定特例交付金は廃止するため、当該交付金相当額を

減額する。税源移譲予定特例交付金相当額は一括交付金において手当てする。 

 

カ）特殊法人等向け歳出の削減              ２兆００２２億 

  特殊法人・独立行政法人・認可法人向け歳出を半減する。 

 

キ）国家公務員人件費の圧縮                 ５０００億 

  国家公務員総人件費を１割圧縮する。 

 

 【国家公務員人件費圧縮にあたっての考え方】 

○民主党政権による大胆な地方分権の実現によって、中央省庁の事務事業が大幅に縮減す

る。中央省庁の職員については、この事務事業の縮減に応じた定員とする。今後人員増

が必要となる分野においては、原則として配置転換で対応する。 
 地方自治体での勤務を希望する職員を中心に、新たな地方自治を担う人材の積極的な地

方への移転を進める。 
○指定職の退職手当など特権的な処遇の抜本改革、天下りの禁止、業務の見直しを徹底し

経費の節減を図る。 
○ＩＬＯ勧告にもとづいて公務員の労働基本権を保障する一方、人事院機能の見直しや公

正な人事評価システムの確立を進め、国民に開かれた公務員制度とし、実際の改革の段

階においては当事者との十分な交渉協議に基づき、一般職の給与制度の見直しを進める。 
○なお地方公務員人件費についても積極的に検討し、民主党の財政健全化プランにおいて

見直しの方向を具体化する予定である。 
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ク）その他行政経費の削減                １兆９３６１億 

  公共事業、補助金、特殊法人等向け歳出等個別削減対象以外の歳出について、一律１

割の削減を行う。 

 

ケ）国会議員の定数削減等                   ２５０億 

  国会議員定数８０の削減を行うほか、国会経費の節減を図る。 

 

②歳出の増（合計額＝１２兆１１７８億円） 

ア）民主党重点項目への配分（詳細はＰ２４以降参照）   ９兆１８５４億 

（内訳）○社会保障費関係＝６兆７４５０億 

      子ども手当（３．０兆）、基礎年金国庫負担率 1/2（２．７兆）、 

      年金事務費（０．１兆）、出産助成金（０．２兆）等 

    ○文教科学関係＝１１１９億 

      学校耐震化、中学生職業体験学習等 

    ○国債費＝１兆５０００億 

      高速道路無料化（全額） 

    ○地方交付税＝２６５０億 

      警官増員（全額） 

    ○中小企業関係＝１２５０億 

      マル経拡充、中小企業再生協議会強化、ＳＴＴＲ創設等 

    ○その他＝４３８５億 

      被災者住宅支援、脱北者定住支援、緑のダム、テレビ字幕等 

 

イ）一括交付金創設に伴う調整              ２兆９３２４億 

 民主党の分権政策では約２０兆円の補助金の内、国が引き続き責任を負うべ

き生活保護、子ども手当等に係わる補助金を除き、全額を一括交付金に組み

替えることとしている。 

 従って政府案にある「所得譲与税」「税源移譲予定交付金」は不要であり、こ

れを廃止し、相当額を一括交付金の財源に組み入れることが必要となる。そ

のため、以下の金額を一括交付金の財源に追加している。 

 

○政府案所得譲与税分      ＝１兆１１５９億 

○政府案税源移譲予定特例交付金分＝  ６５６１億 

  なお税源移譲予定特例交付金の金額は、平成１７年度予算における交付ベースではな

く、当該交付金の代替となった補助金の廃止ベースの金額を計上している。 
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 また民主党案による「地球温暖化対策税」の創設に伴って実施される自動車

関係諸税の整理合理化により、地方に６５２４億円の減収が生じるための、

当該額を一括交付金の財源に追加することによって、地方減収分を補填して

いる。 

 

○自動車重量税本則戻し・自動車取得税廃止による地方減収額＝６５２４億 

 

○義務教育教職員給与水準維持＝５０８０億 

 一括交付金化する補助金等の内、義務教育国庫負担金については教育水準確

保、３０人学級推進等の観点から、削減を行わないこととする。よって、必

要額を追加する。 

（一律２割のカット分全額を、歳入減として一端計上しているため、改めて必

要額を追加する必要がある） 

 

 以上４項目の合計額２兆９３２４億円を、一括交付金の財源として追加して

いる。 
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８．「子ども手当」創設について 

 
（１）創設の目的 
○少子化対策は喫緊の課題であり、その一環として導入する。 
○所得税における現行の控除制度は、相対的に高所得者に有利な制度であり、

真に支援の必要な人に対して適切な支援を行うことができない。これを手当

に転換することにより、特に所得の低い世帯における子育てを支援する。 
○「子ども手当」創設と同時に、配偶者控除・配偶者特別控除を廃止すること

により、女性が自由に働き方・生き方を選べる社会をつくる。 
 
（２）民主党案児童手当の概要 

○所得制限を設けず、義務教育終了までの期間について、「子ども手当」を支給

する。 

○金額は、子どもの食費、被服費を概ね賄える１万６０００円（月額）とする。 

 

（３）所要財源 

１万６０００円Ｘ１２ヶ月Ｘ対象者数 1900 万人 ＝ ３兆６４８０億  

現行制度分（控除分）H17 政府予算計上額    ▲  ３１７５億 

地方負担分（H16 ベース） ▲  １８４０億 

事業主負担分（H16 ベース）▲  １１６０億 

民主党予算計上分（純増分）       ３兆０３０５億 

 

（４）配偶者の年収・子どもの数と負担の増減 

 

年収 １６歳未満

の子どもの

数 

 

現行の所得

税額（万円）

控除廃止後

の所得税額 

（万円） 

 

子ども手当

額（万円） 

 

家計収入の

増減（万円）

 ２人  １４．４  ２５．８  ３８．４  ＋２７．０

 １人  １８．２  ２５．８  １９．２  ＋１１．６

   

 無し～ 

１０３万円  なし  ２２．０  ２５．８   －   ▲３．８

 ２人  １８．２  ２５．８  ３８．４  ＋３０．８

 １人  ２２．０  ２５．８  １９．２  ＋１５．４

 

１４１万円

以上  なし  ２５．８  ２５．８   －    ０．０

           （年収５００万円・子ども手当額１．６万円の場合） 
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（４）財源確保策 

「子ども手当」創設に係わる財源を確保するため、所得税人的控除の内、「扶

養控除（老人扶養控除等は除く）」「配偶者控除」「配偶者特別控除」を廃止する

こととする。これによる増収見込額は約１．９兆円である。 

また高校生・大学生のいる家庭については、無利子奨学金貸与額引き上げに

より、負担軽減を図る。 

 

 

（５）備考 

○親の所得制限を設けない理由 

 所得制限のない方が行政コストの削減に繋がる。また所得制限を設けると「子

ども手当を貰っている家庭は低所得」という烙印を押されがちであり、所得

制限を設けないことによって、「子どもを育てる人は誰でも貰える」というプ

ラスのイメージを作ることができる。 

○控除廃止に伴う増収分と地方交付税の関係 

扶養控除・配偶者控除・配偶者特別控除の廃止に伴う所得税増収分について、

当該措置が「子ども手当」創設に対する代替措置であり、増収分は全て子ど

も手当の財源に充当することが適当であることから、全額国庫の収入とし、

同時に「子ども手当」創設に係わる財政負担は全額国庫が負担することとす

る。 

○基礎控除の引き上げ 

 「子ども手当」創設に伴い、扶養控除（老人扶養控除等は除く）・配偶者控除・

配偶者特別控除を廃止することとするが、その際には激変緩和措置として「基

礎控除」の引き上げを検討する。 
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（参考資料）海外に見る「児童手当」の効果 

 
フランス 
児童手当に所得制限はなく、２０歳まで給付 
第２子から月額１１３．１５ユーロ、第３子以降は増額の上、鉄道料金の割引

などが受けられる 
９４年の１．６５を底に反転、０２年には１．８８まで回復 
 
スウェーデン 
４８０日分の育児休業中に８０％の所得保障「親保険」 
児童手当に所得制限はなく、１６歳になるまで給付（第１・２子には月額１０

５ユーロ、第３子以降は増額） 
９９年の１．５０から上昇し始め、０２年には１．６５ 
 
ドイツ 
１８歳になるまで、児童手当か児童扶養控除が選択できる 
子ども一人につき月額１５４ユーロ（第４子以降は増額）、または、子ども一人

につき年間５８０８ユーロの扶養控除 
９４年の１．２４から逆転し、０２年には１．４０ 
 
エストニア 
所得に連動した育児手当支給 
１年間の育児休業中に、それまでの年収を政府が肩代わり 
2004 年第１四半期に出生数は１０～１５％跳ね上がった 
 

 
（参考）日本は第一子、第二子 5,000 円、第三子 10,000 円 
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９．一括交付金について 

 
（１）民主党案一括交付金の対象となる補助金の範囲 
 ①平成１７年度政府予算案補助金総額    １９．８兆円 
②平成１７年度予算税源移譲対象分      １．８兆円（*1） 

合計額       ２１．６兆円 
⑤生活保護等一括交付金非対象分（控除分） ▲３．０兆円（*2） 
⑥税源移譲分（控除分）          ▲４．５兆円（*3) 
      一括交付金対象額       １４．１兆円 
 
(*1 民主党案では全てを一括交付金化することとしているため、所得譲与税・税源移譲予

定交付金は創設（拡充）せずに当該財源を一括交付金の対象とする。 
 (*2)生活保護、子ども手当等引き続き国が責任を負うべきものについては、一括交付金の

対象から除外。 
(*3)公共事業関係補助金４．５兆円については、これを廃止して税源移譲を行うこととし、

一括交付金の対象とはしない。  
 

（２）一括交付金化に伴う歳出削減額（２．８兆円） 
 一括交付金化によって、「補助金申請事務が大幅に軽減されること」「地方の

裁量性が高まることによって事業の合理化・簡素化等が可能となること」等

の理由により、交付額を一律２割カットすることとする。 
 
  一括交付金対象額 １４．１兆円 Ｘ ０．２ ＝ ２．８３兆円 

 
 
（３）地方減収分補填及び義務教育教職員給与水準維持等 

一律２割控除後の１１．３兆円を一括交付金として交付することとなるが、

これに自動車関係諸税整理合理化に伴う地方税減収分０．７兆円を追加する

必要がある。 
また義務教育国庫負担金相当分については、教育水準確保、３０人学級推進

等の観点から削減を行わないこととし、上記により控除した分を補填する。 
よって一括交付金総額は１２．５兆円となる。 
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（参考）民主党補助金改革案全体像 
   

政府案補助金総額 １９．８兆 
 

 
政 府 案 税
源 移 譲 対
象分 
 １．８兆 

 
 
         改革対象総額 ２１．６兆円 
 
 
                   一括化対象範囲 １４．１兆 
 
 
生活保護
等一括化
非対象分 
３．０兆 
 

 
公 共 事
業 関 係
補 助 金
（ 税 源
移譲分） 
４．５兆 

 
一 括 化
に 伴 う
一 律 ２
割 削 減
分 
２．８兆 

 
 
 一括交付金 １１．３兆 

 
義 務 教
育 教 職
員 分 補
填 
０．５兆 

 
自 動 車
関 係 諸
税 減 収
補填分 
０．７兆

 
                          一括交付金配布総額 １２．５兆 
 
 
（４）平成１７年度民主党予算案・一括交付金配分額 
 

一括交付金名称 

従来の補助金を一

括化した額 

（２割削減後） 

 

その他の事由によ

る増減額 

 

  合計 

教育  ２兆６２３４億   ＋５０８０億  ３兆１３１４億

社会保障  ８兆１５４１億      ―  ８兆１５４１億

農業等・環境    ２２１８億      ―    ２２１８億

地域経済     ５０５億      ―     ５０５億

その他    ２５４３億   ＋６５２４億    ９０６７億

  合計 １１兆３０４１億  １兆１６０４億 １２兆４６４５億
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１０．補足説明 

 

○民主党予算案の経済効果 

 

予算額の削減額▲３．９兆／ＧＤＰ５０４兆     ⇒⇒ ▲０．７７４ 

ローン利子控除制度＝減税幅拡大３４００億円    ⇒⇒ ＋０．３９５ 

高速道路無料化＝２兆円の国民負担減及び観光需要増 ⇒⇒ ＋０．５０２ 

                    差し引き  ⇒⇒ ＋０．１２３ 
 
○民主党予算案の雇用創出効果 

 
民主党予算による雇用増（直接的雇用の発生）     …５０万人 
ローン利子控除制度による住宅建設増に伴う雇用増   …３４万人 
高速道路無料化による観光産業等における雇用増    …２５万人 

合計      …１０９万人 
 
 なお民主党予算案では、１．８兆円の直轄事業削減を行っている。 
一方で、社会保障関係費を対政府案比で４．４兆円増加させているが、この

うち２．７兆円は基礎年金国庫負担に係わる支出であり、最終需要自体は増

加しないので、これを除いた１．７兆円が実需を伴う社会保障費増となる。 
政府系研究機関によれば、公共事業による雇用誘発効果は１兆円の投資に対

して２０万６７１０人、社会保障関係投資による雇用誘発効果は１兆円の投

資に対して２９万１５８１人とされていることから、上記の投資増減による

雇用への影響は 
 公共事業費▲１．８兆Ｘ２０万６７１０人＝▲３７．２万人 
 社会保障費＋１．７兆Ｘ２９万１５８１人＝＋４９．６万人 
               差し引き ＝＋９．７万人 
 

 公共事業と社会保障に係わる投資による雇用効果については、まだ確定した

知見が得られていないが、上記によれば少なくとも同程度の額を公共事業費

で減少、社会保障費で増加させた場合に雇用へのマイナスの影響は無いと考

えられる。従って、ここでは雇用への影響は無いものと考える。 
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○公共事業予算額の変化 
    国直轄事業の削減       ……▲１．８兆円 

    地方実施の公共事業の削減   ……＋１．０兆～▲４．５兆円 

  国から地方へ交付する公共事業の財源は、補助金の廃止で４．５兆円削減

される一方で、その代替措置として５．５兆円の税源移譲を行っている。従

って、地方実施の公共事業については、税源移譲によって得た５．５兆円を

全額公共事業に当てれば＋１．０兆円となり、全額公共事業以外に充てれば

▲４．５兆円となる。 

 その判断は、地方分権の主旨に則り、地方が自ら判断することになる 

 

○農業「直接支払」制度について 

 農業の直接支払制度創設により約１兆円の支出が見込まれている。この財源

については、農林漁業関係公共事業補助金の廃止、非公共事業関係補助金の

一括交付金化を行った後の、約１．６兆円の農水省予算から５０００億程度

を充てることとする。 

残余の５０００億円については、地方への税源移譲（５．５兆）及び「農業

等環境一括補助金」（０．２兆）を財源として、地方の自主性に基づき、行う

こととする。 

 なお「直接支払制度」については、さらに制度の詳細について検討を進め、

その検討結果に基づき、予算のあり方を見直すものとする。 

 
 


